
56 農林水産物の生産・流通の場における食育の推進
【８０１（８０１）百万円】

対策のポイント
食料の生産から消費にわたる各段階で、消費者の食生活改善を促す実践的

取組や、食や農林水産業への理解を深める活動を支援し、食育を国民運動と
して展開します。

＜背景／課題＞
・消費者に対して、健全な食生活の実践を促すとともに、食や農林水産業への理解を深

めるための食育を推進する必要があります。
・「日本再興戦略」において、食育を国民運動として推進するため、農林漁業体験を経

験した国民の割合を５年後に35％とすることを目標として食や農林水産業への理解増
進を図ることとしています。

政策目標
日本型食生活の実践に取り組む人の割合の向上（27年度までに27％）

（日本型食生活とは）
日本の気候風土に適した米を中心に水産物、畜産物、野菜等多様な副食から構成され、

栄養バランスが優れた食生活です。

＜主な内容＞
１．食材提供等の場を活用した食育実践活動事業 ３７５（３７５）百万円
（１）食材提供の場を活用した食育実践活動事業

日常生活における食材提供の場であるスーパーマーケット等において、健全な食
生活の実践を促すとともに、農林水産物の生産過程に関する情報提供等により食や
農林水産業への理解を深める取組を支援します。

（２）大学生の食育実践活動事業［新規］
生活環境や食習慣が変化しがちな大学生に対し、食生活改善の実施、農林漁業

体験機会の提供、食や農林水産業に関する講座の開設等を総合的に推進する取組
を支援します。

補助率：定額
事業実施主体：民間団体等

２．地域における日本型食生活等の普及促進
（消費・安全対策交付金で実施） ３５２（３５２）百万円

食育推進リーダーの育成や地域のネットワーク作り等を支援するとともに、食や農
林水産業への理解を深めるため、生産の場における食育活動である教育ファーム等を
支援します。

交付率：定額（１／２以内）
事業実施主体：都道府県、市町村、農業者団体等

３．食育活動の全国展開事業委託費 ７４（７４）百万円
食をめぐる課題の解決に向けた有識者フォーラムの開催及び食育優良活動の表彰

等を行います。また、文部科学省との連携のもと学校教育の場において、教科等と
関連付けた教育ファームのプログラム等を開発するとともに、企業における教育フ
ァームの活用方法を検討することにより、食育の全国展開を図ります。

委託費
委託先：民間団体等

＜各省との連携＞
○ 文部科学省 ・教育ファームのプログラムの検討については、文部科学省が指

定するスーパー食育スクールと連携
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４．農林漁業に関する体験活動の推進
農山漁村地域における都市住民の受入体制の整備、農林漁業体験プログラムの開

発、交流農園・直売所の整備等による都市と農村の共生・対流や生産者と消費者と
の間の交流を促進することにより相互の信頼関係を構築し、国民の食に関する理解
と関心の増進を図ります。

都市農村共生・対流総合対策交付金 ２，３００（１，９５０）百万円の内数
農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ７，０００（６，２３３）百万円の内数

「農」のある暮らしづくり交付金 ６００（５５０）百万円の内数
補助率：定額、１／２等

事業実施主体：都道府県、市町村、地域協議会、農業法人等

（関連対策）
５．地産地消、国産農林水産物・食品の消費拡大の推進

農林漁業者と多様な事業者が連携して行う地産地消等の取組に必要な施設整備や、
新商品の開発・販路開拓等の取組を支援します。また、学校給食の食材として地場
産農林水産物を安定的に生産・供給するモデル的な取組を文部科学省と連携しつつ
支援するとともに、消費者への普及啓発等による国産農林水産物・食品の消費拡大
を推進します。

６次産業化支援対策 ３，６５１（３，６１５）百万円の内数
日本の食を広げるプロジェクト ４，４３０（３，９８４）百万円の内数

委託費、補助率：定額、２／３以内、１／２以内
委託先、事業実施主体：都道府県、市町村、民間団体等

＜各省との連携＞
○ 文部科学省 ・文部科学省のスーパー食育スクール事業において、学校給食で

の地場産農林水産物の利用に係る食育効果の検証等を行い、成
果を普及

お問い合わせ先：
１～３の事業について

消費・安全局消費者情報官（０３－３５０２－５７２３）
４の都市農村共生・対流総合対策交付金について

農村振興局都市農村交流課（０３－３５０２－５９４６）
４の農山漁村活性化プロジェクト支援交付金について

農村振興局農村整備官（０３－３５０１－０８１４）
４の「農」のある暮らしづくり交付金について

農村振興局都市農村交流課（０３－３５０２－００３３）
５の６次産業化対策について

食料産業局産業連携課（０３－６７４４－１７７９）
５の日本の食を広げるプロジェクトについて

大臣官房食料安全保障課（０３－６７４４－２３５２）
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